

















数も減少の一途を辿っている。1959 年 11 月 20
日に国連総会で採択された〈児童の権利に関する
宣言〉の採択 20 周年を記念して、1979 年を「国




きた。最近では、2014 年 6 月に、国民投票法案
の改定が国会において審議され、憲法改正などに
対する投票年齢が 20 歳から 18 歳に引き下げら
れることとなり、次いで 2015 年 6 月には、選挙
































う ) の人口将来推計 (2013 年 ) による 2015 年か
ら 2040 年までの同じ年齢階級の推移を示してあ
る。児童人口は、総数では 1955 年の 3,489 万人、
全人口の 39.1% がピークであり、割合では 1925
年の 42.9% がピークであった。1970 年には全人
口の 30% 台を、1995 年には 20% 台をそれぞれ




2005 年に全人口に対する割合が 20% を超えて
2,567 万人となり、同年の児童人口 2,131 万人、
16.7% とで総数と割合でも逆転を示すまでになっ
ている。2040 年には、3,868 万人、36.1% とな
り同年の児童人口 1,305 万人、12.2% の約 3 倍
となることが推計されている。18 から 64 歳人
口は、総数で 1995 年の 8,234 万人、全人口に
対する割合でも同年の 65.6% がピークであった。

































済フォーラム (2006) が示した GGI(Global 
Gender Gap Index) 方式を用いて都道府県ご
とに指数化した結果を、上位と下位それぞれ





教育援助指数で 5 位、教育費指数で 6 位、保








位、教育援助指数で 47 位、教育費指数で 46





あたりの児童福祉費 (2010 年度 ) は、大阪府
1 に対して、山形県が 1.63 倍となっている。
上位 10 県と下位 10 道県を比較しても下位平

































































　　図 4 に、2011 年における OECD 各国の合
計出生率と GDP に占める子育て支援関係給
付費の割合を示した。OECD 加盟 33 か国の
GDP に占める子育て支援関係給付費平均は、
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